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P11008 

平成２３年度実施方針 

 

環境部 

１．件 名：  プログラム名 環境安心イノベーションプログラム 

（大項目） 高効率ノンフロン型空調機器技術の開発 

 

２．根拠法 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号ニ及び第３号 

 

３．背景及び目的・目標 

＜背景＞ 

冷凍空調分野では、使用する温度帯及び機器規模（冷媒量、配管長）により必要な冷媒特

性が異なる。これまで「ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発」事業（H17～H22）で

は、冷却のみを行う業務用冷凍冷蔵や機器規模が小さい家庭用エアコン分野を対象として

冷媒転換の技術開発を行い、従来機比 10%省エネのノンフロンショーケースを実用化する等

の成果を挙げてきた。一方、残る業務用空調機器分野は、家庭用エアコンに比べ規模が格

段に大きく冷媒転換に要する技術は全く異なる。このため特に技術的ハードルが高く、こ

れまで開発は行われてこなかった。 

 

＜目的＞ 

しかし近年、世界的な微燃性冷媒に対する安全評価の考え方の変化や、高圧・超臨界状態

での CO2冷媒を用いる新たな圧縮機技術の登場等を背景として、業務用空調分野での冷媒転

換の可能性が近年急速に高まってきたところである。このため、残された業務用空調分野

での技術開発を一気に進め、省エネ化、低温室効果冷媒への転換を促進する。さらに、現

在進行中の微燃性冷媒に係わる国際規格策定の議論を我が国がリードすることで、海外市

場における競争基盤を獲得する。 

 

＜目標＞ 

以上を踏まえ、機器システム、冷媒の両面から革新的技術の開発を行う。具体的な研究開

発項目は以下のとおり。 

 

研究開発項目①「低温室効果の冷媒で高効率を達成する主要機器の開発」 

・最終目標（平成２７年度） 

低温室効果冷媒を用いつつ現状市販フロン機と同等以上の性能を実現する基盤技術

を確立する。 
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・中間目標（平成２５年度） 

低温室効果冷媒適用時の空調機器の効率低下を抑制する要素技術について実用化の

見通しを得る。 

研究開発項目②「高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発」 

・最終目標（平成２７年度） 

現状市販フロン品と同等以上の性能で温室効果の低い冷媒を実現する基盤技術を確

立する。 

・中間目標（平成２５年度） 

空調機器適用時の機器効率低下が抑制された低温室効果冷媒の実用化の見通しを得

る。 

研究開発項目③「冷媒の性能、安全性評価」 

・最終目標（平成２７年度） 

公共的な見地から国際的標準化を注視しつつ、冷媒の性能、安全性評価を実施する。 

・中間目標（平成２５年度） 

公共的な見地から国際的標準化を注視しつつ、冷媒の性能、安全性評価のための項

目・指針の見通しを得る。 

 

以上の研究開発により、低温室効果冷媒を用いつつ現状市販フロン品と同等以上の性能を

実現する基盤技術の確立を目標とする。 

その後、早期に製品化を目指し普及させることにより、省エネ性向上及び代替フロン等温

暖化ガスの排出削減を通じた低炭素化社会の実現に貢献する。 

 

４．事業内容 

東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻教授 飛原 英治氏をプロジェク

トリーダーに、日本冷凍空調工業会 藤本 悟氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下

に示す研究開発項目①～③について、委託事業及び助成事業（助成率：２／３）の２つの

事業フェーズ毎に研究開発項目を公募・実施する。実施体制については、別紙を参照のこ

と。 

 

４．１ 平成２３年度（委託）事業内容  

研究開発項目③「冷媒の性能、安全性評価」においては、以下の通り実施する。 

(a) 「微燃性冷媒の燃焼・爆発性評価と空調機器使用時のリスクアセスメント」（平成 23

年度～平成 25 年度） 

（実施体制【委託事業】：（学）東京理科大学－再委託（独）産業技術総合研究所） 

微燃性冷媒を使用した空調機について、着火事故が発生した場合の人的・物的な危害度（フ

ィジカルハザード）を明確化するために、微燃性冷媒の燃焼性・爆発性を実験的及び数値
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的に評価すると共に、実際の居住空間において発生しうる事故シナリオを想定した安全性

評価を実施する。 

(b) 「業務用空調機器に適した低 GWP冷媒の探求とその安全性、物性および性能評価」（平

成 23 年度～平成 25 年度） 

（実施体制【委託事業】：（国）九州大学－再委託（学）いわき明星大学、（国）佐賀大学） 

低 GWP 混合冷媒を実用冷媒として使用する為の基盤技術を構築するために、HFO 系冷媒候

補物質の中で熱物性およびサイクル性能がほとんど明らかにされていない HFO-1234ze(Z)

の安全性を含む基本物性およびサイクル性能を調査すると共に、HFO 系冷媒、HFC 系冷媒、

自然冷媒等を組み合わせることによって得られる低 GWP 混合冷媒の中から業務用空調機器

の冷媒として適した混合冷媒を探求・選定し、選定した混合冷媒の基本物性の測定および

サイクル性能の評価を実施する。 

(c) 「エアコン用低 GWP冷媒の性能および安全性評価」（平成 23年度～平成 25年度） 

（実施体制【委託事業】：（国）東京大学－再委託（独）産業技術総合研究所） 

ノンフロン型空調機器用冷媒の性能評価と安全性評価をするために、エアコンの性能評価

法の確立、室内への冷媒リーク時の安全性評価に関する研究、ノンフロン型冷媒の実用条

件の燃焼性評価、およびノンフロン型冷媒の着火エネルギー評価法の開発に関する研究を

実施する。 

 

４．２ 平成２３年度（助成）事業内容 

研究開発項目①「低温室効果の冷媒で高効率を達成する主要機器の開発」においては、以

下の通り実施する。 

(d) 「CO2 を冷媒とした業務用空調機器向け高効率冷凍サイクルの開発」（平成 23 年度～

平成 25年度） 

（実施体制【助成事業】：サンデン（株）） 

温暖化影響のインパクトが大きい業務用空調機器において、環境負荷が尐ない CO2を冷媒

として、従来冷媒を使用したシステム以上の効率となる空調サイクルを開発するために、

高効率 CO2 空調用サイクルの検討、およびその実現に必要となる圧縮機、膨張機等の機器

の研究開発を実施する。 

(e) 「CO2-HFO 系混合冷媒を用いた高効率業務用空調機器技術の開発」（平成 23 年度～平

成 25年度） 

（実施体制【助成事業】：三洋電機（株）－委託（国）九州大学、－共同研究 パナソニ

ック（株）） 

自然冷媒の CO2冷媒、低温室効果冷媒である HFO系冷媒等との複数の混合系冷媒による業

務用空調システムにおける高効率化サイクル技術を開発するために、その特性と空調機器

への適合性の検討により候補冷媒を選定して、その性能・安全性評価を実施し、候補冷媒

対応の要素機器開発および冷凍機油の選定と材料安定性評価を実施する。 
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(f) 「高効率ノンフロン型ビル用マルチ空調機の研究開発」（平成 23 年度～平成 25年度） 

（実施体制【助成事業】：ダイキン工業（株）） 

GWP 値が１である CO2 冷媒を用いた高効率のビル用マルチ空調機の研究開発を行うために、

圧縮機、熱交換器、機能部品などの構成部品の研究開発および試作評価とそれらの要素部

品を搭載した本空調システムの性能評価を実施する。 

(g) 「低 GWP冷媒の高温領域での適用調査研究」（平成 23年度） 

（実施体制【助成事業】：三菱重工業（株）） 

低 GWP 冷媒 HFO-1234ze(E)の温熱用ヒートポンプへの適用評価のために、高温領域におけ

る潤滑油、材料適合性を確認し、HFC-134a 用のヒートポンプに封入、運転して、性能、能

力、運転可能な温度領域の評価を行うことにより、低 GWP冷媒 HFO-1234ze(E)の高温領域で

の温熱用途における適用調査研究を実施する。 

(h) 「扁平管熱交換器を適用した業務用空調機の研究」（平成 23 年度～平成 25 年度） 

（実施体制【助成事業】：三菱電機（株）－共同研究（国）東京大学） 

低 GWP 冷媒および扁平管熱交換器を業務用空調機に適用して、従来機（R410A 機）以上の

性能を確保することを目標とし、扁平管熱交換器の特性評価、対応要素機器の開発、およ

びそれらの適用時の性能評価を実施する。 

 

研究開発項目②「高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発」においては、以下の通り実施す

る。 

(i) 「高効率かつ低温室効果の新冷媒の開発」（平成 23年度～平成 25年度） 

（実施体制【助成事業】：旭硝子（株）－委託（独）産業技術総合研究所） 

業務用空調機器用の高効率かつ低温室効果の新冷媒を開発するために、新冷媒の分子設

計・合成試作を行うと共に、得られた新冷媒の基本特性評価、環境影響評価、安全性およ

び熱力学特性評価を行うことにより、冷媒選定を実施する。 

 

４．３ 脱フロン対策分野に係る技術動向の把握 

平成２３年度は、脱フロン対策分野において、平成２４年度以降の重点研究開発テーマ、

技術研究開発のフィージビリティ調査、トップランナー基準動向調査、冷媒漏洩（機器の

使用時及び廃棄時）、可燃性冷媒等の法規制、海外の規格、規制等についての関係動向調査

等について、電気自動車等に見られる産業構造の変化を反映した情報収集を実施し、その

結果を本事業の運営に活用する。 

 

４．４ 平成２３年度予算規模 

委託事業       助成事業 

   エネルギー対策特別会計(需給) １４９百万円（新規） ３１９百万円（新規） 

           事業規模については、変動があり得る。 
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５．その他重要事項 

（１）評価の方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義並びに将来の産業への波及効果について、外部有識者による研究開発の中間評価を平

成２５年度に実施する。 

また事業完了後、研究開発成果について事後評価を平成２８年度に実施する。 

 

（２）運営・管理 

四半期に一回程度プロジェクトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を

受け、必要に応じて、ＮＥＤＯに設置する委員会及び技術検討会等を開催し、外部有識者

の意見を参考として、選択と集中により優秀な技術を短期間に育成するマネジメントを行

う （例えば、成果が得られた時点で、実用化研究など次ステップへの転出を奨励する。反

面、期間内に成果が見込めないと判断された事業は開発途中であっても中止するなど。） 

加えて、研究期間中にも新規技術に関する動向調査を実施し、有望と認められる内容に

つては、新規開発に着手するフレキシビリティを保持した研究開発マネジメントに心掛け

る。 

 

（３）複数年度契約の実施 

実施計画により適当と判断される場合は複数年度契約を行う。 

 

６．スケジュール 

６．１ 本年度のスケジュール： 

    平成２３年４月１２日・・・公募開始 

         ４月２０日・・・公募説明会 

         ５月２０日・・・公募締切 

         ６月２８日・・・契約・助成審査委員会 

         ６月２８日・・・採択決定 

         １２月・・・・・上半期進捗検討・PL指導 

    平成２４年２月９日・・・・平成２３年度技術委員会 

 

６．２ 来年度の公募について 

来年度以降の研究期間中にも新規技術に関する調査を実施し、有望と認められる内容につ

いては、新規開発に着手する。これに際し新規公募が必要な場合、実施する。 

 

７．実施方針の改訂履歴 
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  （１）平成２３年３月、制定。 

  （２）平成２３年１２月、実施体制の決定および変更に伴い改訂。 
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（別紙）事業実施体制の全体図 

 

平成２３年度「高効率ノンフロン型空調機器技術の開発」実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：サブ PJリーダーは主とし
て性能・安全性評価を監督 
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ＮＥＤＯ環境部を主体とする成果評価確認のための技術委員会 

（メンバーは大学、研究機関、団体などからの有識者の参画を予定） 

性能・安全性評価 

PJ リーダー： 

東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 飛原 英治 

サブ PJ リーダー（※）： 

（社）日本冷凍空調工業会 環境企画委員会 委員長 藤本 悟 
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